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　朝日工業グループでは、環境負荷の低減と資源の有効
利用の視点から、廃棄物の発生抑制・再利用・リサイクル化
によるゼロエミッション実現に向けた活動を積極的に行っ
てきました。その結果、朝日工業では2007年度ゼロエミッ
ション※を達成しました。
　これまで積極的な環境投資や廃棄物の再資源化、副資
材の加工販売等の取り組みを進めてきました。これらの取
り組みに加え、2 0 0 7年5月から製鋼電炉ダスト処理装置
(RHF)が本格稼動したことにより、廃棄物の再資源化およ
び有効利用率は98.1％となり、ゼロエミッションを達成す
ることができました。
　今後は達成したゼロエミッションを維持するとともに、さら
なる廃棄物発生量削減を目指して活動を進めていきます。
※朝日工業グループのゼロエミッションの定義
　外部に搬出する産業廃棄物、一般廃棄物の埋立最終処分と単純焼却処分を極力削減し、
　再資源化および有効利用率を98％以上とする。
　（2003年度再資源化および有効利用率を基準とする）

　地域の皆様とのコミュニケーションの場とするため、埼
玉事業所に「朝日神川ギャラリー」を開設しました。
　近隣の５つの小中学校に通う生徒さんが描いた絵40枚を
事業所の外壁を利用して展示し、道行く人たちの目を楽しま
せています。2008年度も新たに絵を募集する予定です。

2007 Highlight 1 2007 Highlight 2

ゼロエミッション達成 朝日神川ギャラリーを開設
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朝日工業のマネジメント
企業活動には、高い倫理性と透明性が求められています。朝日工業グ
ループは、社会に責任を持つ企業として、公平かつ迅速・適正な情報
発信による経営の透明性を目指しています。

　朝日工業グループでは、コーポレート・ガバナンスを強化・充実させていくことが、経営の重要な課題と認識し、コーポレー
ト・ガバナンス体制に基づき、組織を運営しています。

朝日工業グループ 環境・社会報告書 200807

コーポレート・ガバナンス

●経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を確立する。
●株主様をはじめ社外に対する公平かつ迅速・適正な情報発信による経営の透明性を確保する。
●合理的な判断に基づく経営の効率性を追求する。
●法令および企業倫理を遵守するコンプライアンス経営を徹底し、公正で健全な企業経営を行う。

朝日工業グループの考えるコーポレート・ガバナンスの仕組み

選
任
・
解
任監査・報告

選任・解任 選任・解任

代表取締役社長

選任 監査

外部監査人
（監査法人）

弁護士等

株主総会（最高意志決定機関）

環境安全管理室
（環境・安全）

総務人事部
（コンプライアンス）

●コンプライアンス委員会
●リスク管理委員会
●環境安全衛生会議

　　 各委員会
●人材開発委員会
●設備投資委員会　他

経営執行 内部監査
統制監視

内部統制室※経営会議

拡大経営会議

コーポレート・ガバナンス体制図

取締役会（経営・監督） 監査役会（経営監視）

※2008年2月16日付けで組織変更を行っています。

会計監査

助言・指導
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事務局
(総務人事部)

外
部
機
関

内
部
統
制
室

コンプライアンス担当
(各課長)

通報窓口
（総務人事部）
(労働組合)

相談・問合せ
内部通報

従　業　員

報告 改善・指導

報告 指導

相談

監査

連携

教育

コンプライアンス体制図

リスク管理委員会体制図

鉄鋼建設資材本部
リスク管理委員会

農業資材本部
リスク管理委員会

関係会社

（管理部門）
部門、部署

部門、部署 部門、部署 部門、部署

事務局
（総務人事部総務課）

リスク管理委員会

　朝日工業グループは、法令遵守はもとより、企業人、社会
人として求められる価値観、倫理観によって誠実に行動し、
常に企業の社会的責任を全うすることが企業価値の向上
につながるとの認識のもと、倫理憲章ならびに行動規範を
定め、コンプライアンスの徹底に努めています。
　また、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を組
織し、グループ横断的な管理体制のもとでコンプライアン
スの推進に取り組むほか、内部統制室内部監査担当がコン
プライアンスの状況の監査を実施しています。
　さらに、財務報告の適正性を確保するため、法令等に従
い財務報告に係る内部統制の運用、評価を行う体制を整
備します。

コンプライアンス

コンプライアンス体制

　朝日工業グループは、環境、災害、品質、情報セキュリ
ティー等に係るリスクについては、各担当部署において、規
則・ガイドラインの制定、教育の実施、マニュアルの作成・配
布等を行い、組織横断的リスク状況の把握および全社的対
応については、総務人事部が行うこととしています。また、
内部統制室内部監査担当は総務人事部と連係して、各部署
の日常的なリスク管理状況の監査を実施しています。
　さらにリスク管理委員会を設置し、リスク管理規程に基
づき、リスク管理に関する体制および施策等の整備を行
い、リスク管理のさらなる強化を図っています。

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制

コンプライアンス委員会

取締役会

社長

コンプライアンス責任者
(部長・室長・工場長・関係各社部長)



朝日工業グループ 環境・社会報告書 2008

　朝日工業グループは環境の維持・再生を事業の柱に、循環型社会の実現に取り組んでおります。
　２００４年度に、環境改善と環境活動を推進するために策定いたしました第１期中期環境行動計画は４年を経過し、ゼ
ロエミッションを達成し、大気・排水・臭気の改善や産業廃棄物のリサイクルと工場美化、ボランティアなどを着実に進め
てまいりました。
　また、２００８年度を初年度とする第２期中期環境行動計画を策定し、環境負荷低減、地球温暖化防止に積極的に取り
組み、２０１０年度にはCO2排出量の１９９０年度比３０％削減を目指します。環境企業として、皆様から信頼を得られるよ
う努力してまいります。

環境統括管理責任者
佐藤　豊

Message

●企業理念に基づいた循環型社会の実現に向けて環境企業の確立を目指す。
●環境破壊に対する人間の責任、事業活動における企業の責任、家庭生活での個人の責任を認識し、全社員が環境
　意識をもち「考えて行動する」企業風土をつくり、環境保全の継続的な改善と向上を図る。

環境基本方針

●環境改善の計画的推進から、中期環境行動計画の達成をめざす。
● ISO14001の活性化、環境教育強化から、社員の意識改革を図り、環境負荷低減活動の充実を図る。
●環境リスクの低減から、環境コンプライアンスの強化を図る。 

●廃棄物の減量化と、リサイクル・有効活用の推進から、ゼロエミッションに挑戦する。
●創意工夫から省エネルギーを推進し、ＣＯ２排出量の抑制に努め地球温暖化防止に貢献する。 

●工場内外の美化促進、ボランティア活動推進、環境情報の公開から地域社会の理解を深める。 

環境行動指針

09

環境マネジメント 「環境業」を推進する朝日工業グループは、グループ一体となった
環境マネジメント体制を確立し、環境活動を進めています。

環境をみつめる
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　環境活動と中期環境行動計画の着実な遂行に向けて、経営層から各事業所まで直結した環境マネジメント体制を構築
しています。経営会議の直下に全社の環境活動を統括する｢環境統括管理責任者｣を置くとともに、それぞれの事業所に
「環境部会」もしくは「環境管理委員会」を置き、環境活動の方針・目標・進捗を共有しています。また、関係会社では、朝日
工業と連携して環境活動に取り組んでいます。
　環境マネジメントの国際規格であるISO14001については、部門ごとに異なる環境負荷の特性をふまえ、それぞれの工
場で個別に認証を取得し、その活動状況を環境統括管理責任者に報告しています。関係会社でも ISO１４００１を認証・取
得し、環境活動を推進しています。

環境マネジメント体制

環境マネジメント体制図

社長

経営会議

環境統括管理責任者

管理本部

各職場環境活動 各職場環境活動

職
場
環
境
活
動

テ
イ・ア
ン
ド・ア
イ
／

環
境
科
学
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

埼
玉
事
業
所

農業資材
本部

環境安全
衛生会議

事務局
環境安全管理室

関係会社

経
営
企
画
部

総
務
人
事
部

経
理
財
務
部

事
業
企
画
部

鉄
鋼
営
業
部

生
物
工
学
研
究
所

事
業
企
画
部

海
外
部

肥
料
営
業
部

農
芸
事
業
部

職
場
環
境
活
動

上
武
産
業

上
武
エ
コ・ク
リ
ー
ン

鉄鋼建設
資材本部

環
境
I
S
O
シ
ス
テ
ム
範
囲

環
境
I
S
O
シ
ス
テ
ム
範
囲

環
境
I
S
O
シ
ス
テ
ム
範
囲

環
境
I
S
O
シ
ス
テ
ム
範
囲

埼
玉
工
場

環
境
管
理
委
員
会

関
東
工
場
　
環
境
部
会

千
葉
工
場
　
環
境
部
会

関
西
工
場
　
環
境
部
会

職
場
環
境
活
動

2008年4月1日付けで組織変更を行っています。
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環境マネジメント
環境をみつめる

中期環境行動計画2007年度実績および2008年度目標
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○

△　

◎

○

◎

◎

評価結果・実施内容 中期環境行動計画

環境経営の推進

環境負荷低減

地球温暖化防止

環境活動
環境教育

社会との共生

環境方針･指針、環境管理体制、
環境経営、環境効率

中期環境計画に基づく環境改善計画推進と
環境効率に向けた取り組み（エコ効率は良
化、環境原単位は産業廃棄物とＣＯ２で良化、
エネルギーでほぼ横ばい、用水で悪化）

排水、排ガスは基準内で推移しており管理継続
作業環境改善は部分的に管理区分Ⅱになるも
安定せず改善継続中

RHF稼働(5月)により、2008年度ゼロエミッ
ション達成目標に対し、2007年度で前倒し
達成

花とみどりの美化活動推進による工場内外の緑化実施
職場環境ステップ活動による５Ｓの強化
社内環境教育において地球温暖化防止講演の
実施
環境ポスター（12件）、環境標語（871件）

グループ理念の循環型社会実現に向け
た各社基本項目の達成に向け施策推進
継続

大気・排水・臭気等負荷低減継続
懸案の建屋集塵の完遂、局所集塵改善
により環境改善管理区分Ⅱの定着と管
理区分Ⅰへの挑戦

RHF稼働率向上策等でゼロエミッション
継続

2010年度燃料転換へ向けた取り組み
（加熱炉工事着手）
鉄鋼のホットチャージ率改善等でエネル
ギー原単位１％減
モーダルシフト、エコドライブ等物流改善で
エネルギー原単位１.3％減

各事業所内外の花とみどりの美化活動推進
職場環境ステップ活動
社内環境研修
啓蒙教育の推進

地域貢献、ボランティア活動
顧客貢献（環境型商品開発）
情報開示（環境・社会報告書等）

大気･排水・臭気汚染、ダイオキシン対策、
作業環境改善

省エネ活動、ＣＯ２排出低減計画

環境活動、環境啓蒙活動、環境教育（社員）

2007年度実績・進捗状況 2008年度目標

省エネ
1990年度総エネルギー比 20.4%減（グループ計）
前年度比 1.95%増　RHFでのエネルギー使用量増等
物流省エネ
特定荷主2006年度原単位比 0.3%増　配送小口化等
CO2排出
1990年度比 21.2%減（グループ計）
前年度比 1.9%増　環境設備増強等

取り組み 基本項目

産業廃棄物の削減
廃棄物リサイクル化

産業廃棄物削減、リサイクル率向上、
外部搬出有効利用率向上

◎ ：100％達成　○ ：70％達成　△ ：70％未満の達成、改善が必要

地域貢献、ボランティア活動、
顧客貢献（環境型商品開発）、
情報開示（環境・社会報告書等）

県道清掃（6回）
公園・河川の清掃（2回）
食品残さを活用した有機肥料「エコペレット」を開発
環境・社会報告書2007
地域との意見交換会を実施

•

•
•

•

•
•

•
•
•

•

•
•
• •

•

•

•
•

•

•

•

•

•

•
•

•

•

•
•

•
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環境マネジメントシステムによる2007年度の主な取り組みとその評価

◎ ：100％達成  ○ ：70％達成  △ ：70％未満の達成、改善が必要

省エネルギー 2007年度の燃料原単位を2006年度比で
0.2 ℓ/t向上

環境保全提案件数他年間一人あたり
2件/年以上（計504件/年以上）環境啓蒙活動

関東工場
（肥料）

環境に配慮した経営の強化

大気測定：社内評価A維持

◎

◎

◎

○

○

◎

△

△

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

千葉工場
（肥料）

法規制の遵守による環境設備運転
社内格付Aの維持
環境設備の安全運転継続

関西工場
（肥料）

環境設備能力の維持管理

全員参加の環境活動

全員参加の環境活動

大気測定：社内評価A維持
周辺地域クレームゼロ、作業環境改善

ゴミ分別実施による減量化
資源ゴミのリサイクル

上武エコ・クリーン

再生品(チップ､RC)販売促進による
資源有効利用の拡大

木くずチップのパルプ原料化促進1,400t
RC出荷量86,400t、RM出荷量10,700t

上武産業
生産工程からの発生物の商品化

文具類グリーン購入の促進（文具類全購入額の40％）

防草･防犯資材の商品化のマーケティング

事務所周辺の環境美化および緑化、地域社会との融和

部署名 区分 目　　的 目　　標 実　績 評価

埼玉工場
（鉄鋼）

負荷
低減

負荷
低減

教育
啓蒙

負荷
低減

教育
啓蒙

教育
啓蒙

負荷
低減

負荷
低減

負荷
低減

教育
啓蒙

教育
啓蒙

環境設備能力の維持管理
（法規制遵守・環境負荷低減）

全社環境活動への参加
(工場内５Ｓ定例化、
環境意識の促進および改善)

工場排水：BOD負荷低減

作業環境：改善（粉じん対策）

有害物質：排出管理

臭気等のクレームゼロ

環境ステップアップ活動

環境提案への参加（１件/人）

環境啓蒙活動への参加

0.31ℓ/t

543件

社内評価A

平準化対策実施
活性汚泥膜分離検討

粉じん防止カバー設置

計画通り(トラブルなし)

臭気、白煙クレーム各1件発生

計画通り

計画通り

ボランティア清掃参加他

社内格付A
安全運転を継続

第1･3四半期で
一時的に2,000倍超える

第２四半期に集塵機増設に
より測定結果良好

分別実施、第4四半期にポリ袋
リサイクル実施

目標達成率78%
目標達成率88%

51％

商品化へ向けた
マーケティング実施

花壇、ビオトープ等設置
地域からのクレームゼロ

臭気排出の抑制 排気ガスの臭気濃度維持（臭気濃度2,000倍以下）



朝日工業グループ 環境・社会報告書 2008

地球温暖化防止への取り組み
地球温暖化防止への取り組みは、「環境業」をうたう朝
日工業グループにとって最重要課題です。さまざまな
環境投資を含め、今後も強力に推進していきます。

環境をみつめる
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　ＣＯ2の排出量が特に多い鉄鋼業の生産量が高いウェイトを占めているため、ＣＯ2排出量の削減は、当社グループにとっ
て重要な課題です。 
　当社グループでは、２００１年度から重油の代替品として再生油の使用・活用に努めています。２００７年度には集塵ダスト
をリサイクル化するために、製鋼電炉ダスト処理装置(RHF)を導入し、廃棄物のリサイクル率は大幅に向上しましたが、装置
稼働による燃料費が増加し、CO2排出量は約3,000トン増となりました。また、2010年度には埼玉工場(鉄鋼)、関東工場(肥
料)で天然ガスへの燃料転換によりさらなるCO2削減を計画しています。これらの施策により、当社グループの２０１０年度
ＣＯ2排出量は、１９９０年度比で３0％削減を目指しています。 

CO2排出量の推移

 部門 事業所 1990年度 2005年度 2006年度 2007年度

 鉄鋼 製鋼工場・圧延工場 114,139 175,378 165,593 167,703

 肥料 関東工場・千葉工場・関西工場 35,461 25,142 23,567 24,480

 共通 本社・埼玉事業所・大阪事業所 462 721 700 690

 ー 東洋製鋼 101,769 0 0 0

  朝日工業計　　　　　　　　　 251,831 201,241 189,860 192,873

  環境科学コーポレーション ー 367 335 415

 関係会社 上武エコ・クリーン ー 432 420 456

  上武産業 ー 4,014 4,071 4,648

  総合計　　　　　　　　　 251,831 206,054 194,686 198,392

  1990年度比（％）　　　　　　　　 ー 81.8 77.3 78.8

*CO2排出量は、1999年に旧東洋製鋼分の営業権を譲受し、1990年度に遡り算定しています。
*CO2排出量は、1990～2006年度までの電気事業者別排出係数を新たに使用し再計算いたしました。したがって、前年の報告書のＣＯ2排出量と若干の差異が生じています。
  尚、2007年度については、この数値が公表されていないため暫定係数を使用しています。

（単位：t/年）
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年度
 BOD SS T-N T-P ダイオキシン類

 (mg/l) (mg/l) (mg/l) (mg/l) (pg-TEQ/l)

エネルギー使用量の推移

*ＴＪはテラジュールで、エネルギー ・ 熱量の単位です。

 部門 事業所 1990年度 2005年度 2006年度 2007年度

 鉄鋼 製鋼工場・圧延工場 2,580 3,963 3,942 4,010

 肥料 関東工場・千葉工場・関西工場 736 454 424 440

 共通 本社・埼玉事業所・大阪事業所 11 17 17 18

 ー 東洋製鋼 2,422 0 0 0

  朝日工業計　　　　　　　 5,749 4,433 4,384 4,468

 関係会社

 環境科学コーポレーション ー 9 9 9

  上武エコ･クリーン ー 8 8 8

  上武産業 ー 86 88 92

  総合計　　　　　　　 5,749 4,537 4,489 4,577

  1990年度比（％）　　　　　　 ー 78.9 78.1 79.6

（単位：TJ/年）

環境負荷低減への取り組み
朝日工業グループでは、生産活動に伴う環境負荷をできる限
り低減するため、生産設備の改善や環境設備への投資、コス
トダウン活動による生産の合理化などに努めています。

環境をみつめる

水質汚濁の防止
　埼玉事業所の工業用水は、県から認可を得て神流川から取水して使用しています。用途は冷却水が主体で、使用後は敷地内の雨水を含め
た全量を集合水槽に集め、スラッジや油分を除去、pH調整等の処理を行った後、河川に放水しています。排水の管理は日常の監視体制と法
定測定、自主管理測定を実施しています。千葉工場(肥料)、関西工場(肥料)の工場用水は完全循環式で、雨水以外の排水は発生しません。

環境測定結果（水質:埼玉事業所）

 2005 7.6 11.2 4.7 0.5 0.031

 2006 11.1 14.4 20.4 2.1 0.005

 2007 4.3 10.8 4.4 2.5 0.300

 基準値 25 60 120 16 10
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環境負荷低減への取り組み
環境をみつめる
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特定化学物質

　企業で取り扱う特定化学物質は、PRTR法｢特定化学物質の環境への排出量の把握および管理の改善に関する法律
第5条第2項の規定」と「埼玉県生活環境保全条例第74条第2項の規定」により毎年排出量および取扱量の報告が義務
付けられています。該当する物質の排出量は次の通りです。

※ 当報告書より新たに追加した項目です。

※ 当報告書より新たに追加した項目です。

 物質番号 化学物質名 単位 年度

 179 ダイオキシン類 mg-TEQ

 230 鉛およびその化合物 千ｋｇ

 304 ほう素およびその化合物※ 千kg

 311 マンガンおよびその化合物 千kg

2005 1,800 0 0 0 0 0

2006 1,500 0 0 0 0 0

2007 1,800 0.7 0 0 0 0

2005 0 0 0 0 0 120

2006 0 0 0 0 0 190

2007 0 0 0 0 0 89

2007 0 0.2 0 0 0 0

2005 0 0 0 0 0 200

2006 0 0 0 0 0 140

2007 0 0 0 0 0 73

2007 45 0 0 45
2005 0 120 0 120
2006 0 190 0 190
2007 0 89 0 89
2007 46 0 0 46
2005 4,200 0 0 4,200
2006 4,300 0 0 4,300
2007 4,100 0 0 4,100
2007 6.8 0 0 6.8
2005 88 0 0 88
2006 120 0 0 120
2007 130 0 0 130
2007 0.89 0 0 0.89
2005 4,900 0 0 4,900
2006 5,300 0 0 5,300
2007 5,500 0 0 5,500

 大気への排出 公共水域へ排出 当事業所土壌排出 当事業所に埋立 下水道へ移動 事業所外へ移動
 排出量 移動量

 使用量 製造量 取り扱う量 取扱量計
取扱量

ＰＲＴＲ法での該当物質排出量と移動量

埼玉県条例該当特定化学物質取扱量

 物質番号 化学物質名 単位 年度

 第1種第68号 クロムおよび3価クロム化合物※ 千kg

 第1種 鉛およびその化合物 千ｋｇ 第230号

 第1種第304号 ほう素およびその化合物※ 千kg
 
 第1種 マンガンおよびその化合物 千kg 第311号

 第1種第346号 モリブデンおよびその化合物※ 千kg
 

 その他特化 アンモニア 千kg
 第2号

 その他特化第7号 塩酸 千kg
 

 その他特化 硫酸 千kg
 第61号
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大気汚染の防止
　事業活動による大気汚染は、ばいじん、NOx、SOｘ等が主な管理対象物になります。
　2007年度も設備改善や監視体制の強化を図ってきました。大気汚染については、法定規則の他に自主管理測定を定
期的に実施し管理の徹底を図っています。

※ 当報告書より新たに追加した項目です。
＜(未満値）は定量限界値未満を表しています（定量限界値とは、測定できる最小値です）。

環境測定結果（大気）
  施設名

 製鋼工場
 電気炉排ガス

  RHF排ガス※

 圧延工場 加熱炉排ガス

 乾燥菌体工場 ドライヤー排ガス

 過りん酸石灰工場 反応機排ガス

 ようりん工場

 電気炉排ガス

  乾燥ドライヤー排ガス

 化成肥料工場

 ドライヤー排ガス

  蒸気ボイラー排ガス

　　　　　　　　　工場名 年度

 2005 0.012 ー 0.550 ー 　3.0
 2006 0.013 ー 1.623 ー 2.2
 2007 0.008 ー 0.730 ー 2.7
 基準値 0.100 ー 31.000 ー 5.0
 2007 <0.005 17 0.340 ー ー
 基準値 0.150 220 9.300 ー ー
 2005 0.105 42 3.400 ー ー
 2006 0.067 42 2.033 ー ー
 2007 0.160 71 3.300 ー ー
 基準値 0.200 130 54.000 ー ー
 2005 0.025 34 <0.010 ー ー
 2006 0.032 38 0.065 ー ー
 2007 0.019 13 0.020 ー ー
 基準値 0.200 230 3.700 ー ー
 2005 ー ー ー <0.8 ー
 2006 ー ー ー 1.5 ー
 2007 ー ー ー <0.8 ー
 基準値 ー ー ー 2.5 ー
 2005 0.070 <60 <0.140 1.9 ー
 2006 0.127 70 <0.150 1.7 ー
 2007 0.120 55 <0.150 1.8 ー
 基準値 0.200 650 5.900 2.5 ー
 2005 0.014 60 ー ー ー
 2006 0.007 58 ー ー ー
 2007 0.011 22 ー ー ー
 基準値 0.200 230 ー ー ー
 2005 0.009 76 <0.020 ー ー
 2006 0.010 83 <0.020 ー ー
 2007 0.019 60 <0.020 ー ー
 基準値 0.200 230 16.000 ー ー
 2005 0.012 65 ー ー ー
 2006 0.007 60 ー ー ー
 2007 0.009 35 ー ー ー
 基準値 0.300 180 ー ー ー
 2005 0.007 96 0.032 ー ー
 2006 <0.004 100 0.034 ー ー
 2007 0.009 22 0.056 ー ー
 基準値 0.200 230 1.310 ー ー
 2005 0.043 26 <0.009 ー ー
 2006 0.019 34 <0.011 ー ー
 2007 0.005 33 <0.009 ー ー
 基準値 0.400 230 0.060 ー ー
 2005 0.018 8 <0.011 ー ー
 2006 0.026 40 <0.015 ー ー
 2007 0.005 41 <0.011 ー ー
 基準値 0.400 230 0.130 ー ー

 有機アグレット肥料工場 ドライヤー排ガス

 
有機アグレット肥料・

 ブリケットドライヤー排ガス

  アグレットドライヤー排ガス

千葉工場
（肥料）

関西工場
（肥料）

埼玉工場
（鉄鋼）

関東工場
（肥料）

有機ブリケット肥料工場

 ばいじん NOｘ     SOｘ   　F ダイオキシン類
(ng-TEQ/m3N)(g/m3N) (ppm) (m3N/h) (mg/m3N)
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廃棄物発生量の低減やリサイクル率の向上は企業の責務と考え、積極
的に取り組んでいます。          

環境をみつめる
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　鉄鋼事業では、製鋼電炉ダスト処理装置（ＲＨＦ）の稼働率を最大限に向上させることに努め、肥料事業では、使用済みのフレコ
ン袋について清掃後高圧プレス機を導入し、再資源化により低減を図りました（３工場で20ｔ/年の低減）。さらに、各事業所、各関
係会社でも廃棄物発生量の低減を推進しています。         

産業廃棄物発生量の推移

副産物社内リサイクル量の推移

 会社名 品名 2005年度 2006年度 2007年度
  ポリ袋・フレコン袋屑 251 102 167
  廃タイヤ燃焼灰・他 5 0 0
  石灰スラッジ（熔燐） 192 130 91
  廃油 0 5 9
  廃硫酸 0 0 0
  パレット屑(木屑) 61 78 62
  可燃ゴミ 21 23 22
  鉄屑 4 0 0
  牧草屑、包装ポリ屑 96 50 40
  製鋼集塵ダスト 7,893 8,137 4,060
  圧延冷却水スケールスラッジ 0 0 174
  集合水槽沈殿スラッジ 192 96 60
  危険物（電池、蛍光灯) 2 2 2
  リサイクル資源(紙類) 23 22 23
  資源ゴミ(アルミ缶､ガラス類) 0 0 0
  廃材（製鋼・圧延）･･･木屑 0 0 7
  RHF排水処理 ー ー 34
  最終処分場処理/原料+金属等 0 0 24
  朝日工業計　　　　　　　　　　　　 8,740 8,646 4,775
 環境科学コーポレーション 一般廃棄物ほか 15 16 15
 上武エコ・クリーン 廃プラスチック・一般廃棄物 0 10 10
 上武産業 混合ゴミ・一般廃棄物 16 24 13
  総合計　　　　　　　　　　　　 8,771 8,696 4,813

朝日工業

（単位：t/年）

（単位：t/年）

 工場 品名・処理 2005年度 2006年度 2007年度
 関東工場 石灰沈殿スラッジリサイクル 101  63  36 
 

製鋼工場
 スラグ内メタル回収リサイクル 4,681  4,435  3,951 

  回収還元鉄 ー   ー   3,172 
  小計　　　　　　　　　　　　　 4,782  4,498  7,159 
  電炉スラグ路盤材 43,075  60,354  69,972 
 製鋼工場 製鋼スケール 812  845  932 
  回収粗酸化亜鉛 ー   ー   1,233 
 圧延工場 圧延スケール 7,627  6,923  6,652 
  小計　　　　　　　　　　　　　 51,514  68,122  78,789 
  総合計　　　　　　　　　　　　　 56,296  72,619  85,948 

廃棄物低減への取り組み

リサイクル区分

社内利用

販売
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環境経営を目指すために、事業活動での環境保全コストや環境活動に伴って得
られる収入を把握し、環境保全活動の継続と環境改善に役立てています。

環境をみつめる

環境保全コストの推移

* 2007年度環境保全コストの総額は、ここ数年約8億円となり、内大気･水質保全が約50％を占めています。
* 資源循環コストの環境保全コスト全体に占める割合は、ＲＨＦの処理等により約36％となりました。
* 管理活動コストは、環境分析等の強化により前年度比68％増となりました。
* 社会活動コストは、各工場で花とみどりの美化活動推進により、前年度比40％増となりました。
* 今回よりグループ合計の数字を記載しています。昨年度の環境・社会報告書では単体の数字を記載しているため差異が生じています。

グループ合計
分類

分類

2005年度 2006年度 2007年度

（単位：百万円）

各年環境保全コスト 880 866 852

累計環境保全コスト 880 1,746 2,598

1.公害防止コスト 441 431 446

2.地球環境保全コスト 8 1 2

3.資源循環コスト 365 370 311

4.管理活動コスト 13 19 32

5.研究開発コスト 31 17 28

6.社会活動コスト 9 15 21

7.環境損傷対応コスト、その他コスト 13 13 12

経済効果の推移

* 2007年度社内リサイクル効果額は、スラグ中のメタル回収、RHFからの回収還元鉄使用等により前年度比93％増となりました。   
* 廃棄物処理効果額は、有機肥料原料用として食品会社等からの廃棄物受託量が増えたこと により前年度比11％増となりました。   
* 製品コスト低減効果額は、環境設備への投資等が増えたことにより、前年度比23％減となりました。  
* 産業廃棄物受託処理効果額は、中間処理事業での産業廃棄物の受け入れが増えたことにより、前年度比25％増となりました。  
* 今回よりグループ合計の数字を記載しています。昨年度の環境・社会報告書では単体の数字を記載しているため差異が生じています。  

2005年度 2007年度

各年経済効果額 418 546 740

累計経済効果額 418 964 1,704

1.社内リサイクル効果額 151 188 363

2.廃棄物処理効果額 109 127 141

3.製品コスト低減効果額 50 107 82

4.産業廃棄物受託処理効果額 108 123 154

グループ合計
（単位：百万円）

2006年度

環境会計
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食品残さを活用した有機肥料
「エコペレット」を発売

病気に強いトマト品種を発売

エコペレット

リトルジェムＴＹ

　肥料事業では、食品残さを循環利用した肥料「彩の国食
品系エコペレット」を埼玉県等と共同開発し、販売しまし
た。埼玉県内で発生した食品由来の残さを堆肥化したも
のと、有機肥料原料を混合し施肥しやすいようペレット状
の粒に加工した肥料です。この肥料は食品残さ→肥料→
食物→食品残さといった循環の輪をつなぎ、環境負荷低
減に貢献するものとして、各方面から注目されています。

　種苗事業では、他社に先駆けトマト
黄化葉巻病に耐病性のある「リトル
ジェムTY」を新たに発売しました。こ
の病気を防ぐには、多くの農薬を使う
必要があり、新しい品種によって食の
安全・安心につながるものと大きな反
響をいただいています。

最新設備を導入し
新規分野へ進出

　環境科学コーポレーションでは、極微量の物質も分析す
ることができる最新鋭の分析機器を導入しました。これま
では水質や大気等の分析が中心でしたが、この機会を利
用して将来的に環境や人体への影響が懸念される河川等
の残留医薬品、農作物等の残留農薬、環境ホルモン等の
分野へも事業を拡げていきます。

生物生息空間
上武ビオトープ設置

　上武産業では、2007年に販売し
た「防草くん」等の環境商品を活
用したビオトープのデモンストレー
ションを実施しています。雨水を浄
化し清流をつくり、淡水魚や植物
等が生育できる自然に近い環境を
つくりだしました。今後も自然との
共生に努めていきます。

上武ビオトープ

河川での分析サンプル採取 最新鋭の分析機器



環
境
ハ
イ
ラ
イ
ト

朝日工業グループ 環境・社会報告書 2008 20

継続している環境保全活動

　環境ステップ活動は約4年
が経過し、着実に成果が上が
りつつあります。この活動は、
5 S活動を当社独自にアレン
ジした活動で、職場ごとに従
業員が一体となって推進して
いるものです。

環境ステップ活動

　朝日工業では、群馬県藤
岡市のポピー畑に肥料等
の自社製品を毎年提供し
ています。また、上武産業
では、ヘメロカリス (ユリ科
の花 )を事業所前に植え、
道行く人の目を楽しませて
います。

地域景観美化の取り組み

　環境安全衛生会議メンバー
による環境パトロールを定期
的に実施し、環境負荷低減活
動の進捗を確認しています。
このパトロールでの指摘事項
にしたがって改善が行われて
います。

環境パトロール

　環境啓蒙活動の一環として、6月の
環境月間に合わせて環境ポスターと
環境標語を募集しました。この活動は
環境に対する意識の高揚を図ること
を目的としており、多数の応募の中か
ら優秀作品を選び、グループ内の各
事業所に掲示しています。今後もこ
の活動を推進し環境に対する意識を
さらに高めていきたいと思います。

啓蒙活動

最優秀作品

 これまで継続的に行ってきた工場周辺の公園や河川、県
道の清掃に2007年度も多くの従業員が参加し、地域の美
化に努めています。

清掃ボランティア活動

清掃ボランティア

上武産業のヘメロカリス

関西工場の5Ｓ活動（構内美化）

環境パトロール
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お客様のために
社会をみつめる
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お客様の視点に立った事業活動 品質マネジメントシステムの構築

　朝日工業グループは「お客様の声」を第一と考え、世の
中に役立つ、安全で品質の良い製品の製造、開発、販売に
努めています。製品開発にあたっては、独自性を追求する
だけでなく、商品に関連する法令を遵守することを徹底し
ています。また、営業活動や広告・宣伝活動においては、事
実に比べ大げさな表現やあいまいな表示をしてお客様が
誤解することのないようにしています。さらに、生産現場
においては、作業マニュアルを作成して不適合品を出荷し
ないよう厳しく品質を管理しています。

　朝日工業グループでは、鉄鋼建設資材や農業資材、環境
サービスなど多種多様な製品・サービスを提供しています。
　これら製品・サービスは、その特性に応じて求められる
品質管理の手法・基準などが異なることから、当社グルー
プでは事業ごと、グループ各社ごとに独自の品質マネジメ
ントシステムを構築しています。1994年には鉄鋼製品で
電炉メーカーとしては初となるISO9001を認証・取得した
他、国際標準化機構が定めた品質管理と品質保証の認証
規格を取得しています。

製品の安全性
●私たちは、常にお客様の満足を心がけ、製品の製造、開発、販売にあたっては、関係法令にしたがって安全性および
品質に十分配慮します。

自由な競争および公正な取引
●私たちは、お客様、取引先、競争会社との関係を常に透明かつ公正なものとし、社会倫理にしたがって誠実な取引を
行います。

適正な広告・宣伝
●私たちは、広告・宣伝その他の営業活動において、お客様に誤解を与えるおそれのある表示・表現を行いません。

私たちの行動指針

朝日工業グループはさまざまな活動において、「お客様本位」「品質本
位」を実現し、お客様のさらなる満足の向上に貢献できるよう努めます。
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社会をみつめる

株主・投資家のために

株主・投資家とのコミュニケーション 利益還元に関する方針

　朝日工業グループは、株主・投資家の皆様に経営状況を
正しくご理解いただくために、正確でタイムリーな情報開
示に取り組んでいます。また、開示にあたってはWebサイ
ト上での迅速な情報公開を心がけるとともに、機関投資家
やアナリストの方を対象とした決算説明会の開催、個人投
資家の方々を対象とした会社説明会や朝日工業グループ
フェアの開催、朝日工業グループだより（第1・3四半期終
了後）の発行など、積極的なコミュニケーションに努めて
います。

　配当方針は、業績、財務状況および企業価値の向上に向
けた事業投資のための資金需要などを総合的に勘案した
上、株主の皆様への利益還元を図りたいと考えています。
具体的には、各期の業績に応じた利益の配分を基本とし、
配当性向（連結ベース）20～30％を目標としています。

経営情報の開示
●私たちは、株主・投資家の皆様に対して、会社の経営内容や事業活動状況等の経営情報を的確に開示するとともに、企
業理念・経営方針を明確に伝え、それらに対する意見を真摯に受止めます。

インサイダー取引の禁止
●私たちは、職務や取引に関連して知り得た朝日工業グループおよび他社の未公表情報を利用して株式等の有価証券
の売買を行いません。

私たちの行動指針

第1回朝日工業グループフェア

朝日工業グループは企業価値向上に向け、正確でタイムリーな情報の開示を進め、
株主・投資家の皆様とコミュニケーションを図るとともに、利益還元に努めます。
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地域社会とともに 事業所や工場がお世話になっている街。従業員が家族とともに暮らす街。
そんな大切な地域社会のために、私たちができることから始めます。

社会をみつめる
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子どもたちのために より良い暮らしや社会に向けて

　朝日工業グループは、次世代を担う子どもたちがさまざ
まなことに興味を持ち、視野を広げる手助けをしたいと考
えています。

　この他にも朝日工業グループは、よりよい暮らしや社会
に向けて、さまざまな活動に取り組んでいます。

　各事業所や関係会社周辺の小学校1 0校に写真ニュー
スの寄贈を始めました。

写真ニュースの寄贈

　埼玉事業所周辺の皆様を招待し、感謝祭を開催しまし
た。この感謝祭は労働組合が主催し、労使一体となって取
り組んでいるイベントです。コンサートや即売会などを通
じ、地域の皆様に楽しんでいただき、朝日工業グループを
より身近に感じていただく場になればと考えています。

感謝祭の開催

　各事業所周辺で行われる地域のイベントやお祭り、ス
ポーツ大会等へ協力をしています。今後もこのようなイベ
ントを通じて、地域との交流を深めていきます。

地域のイベントへの協力

　各事業所では、社会科授業の一環として工場見学を積
極的に受け入れています。
　2007年度は3校144人
の小学生が訪れ、廃棄物
の有効利用等を熱心に勉
強していました。

　各事業所では自衛消防隊を組織し、万一の地域火災に
備え、日々訓練を行っています。毎年10月に埼玉事業所周
辺で行われる広域消防本
部主催による屋内消火栓
操法大会に自衛消防隊が
出場し、日頃の訓練を活
かし準優勝しました。

工場見学の実施 地域火災への備え
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　種苗事業で販売しているトウモロコシ「味来 (みらい )」を
使ったレシピコンテストを開催し、多数の応募から、グラン
プリには「味来とアンチョビの簡単ピッツァ」が選ばれまし
た。今後もレシピコンテストなどを通じ、野菜の消費拡大に
貢献していきます。

レシピコンテストの開催

　新潟県中越沖地震被災者への義援金の寄附や「ぐるな
び骨髄バンクチャリティゴルフ大会」への協賛等を行って
います。

各種寄附活動

　埼玉事業所周辺住民の方々と毎年環境等に関する意見
交換会を開催しています。環境改善内容や活動状況等を
報告し、地域住民の方々からは、埼玉事業所に対するご意
見・ご要望などをいただいています。また、地域住民の
方々を対象にした工場見学も開催し、より朝日工業グルー
プへの理解を深めていただいています。

地域住民との対話

　2007年9月に発生した台風により上武エコ・クリーン周
辺の道路が一部崩落し、自宅へ帰ることができなくなった
方々のために、上武エコ・クリーンでは構内を生活道路とし
て開放しました。

地域住民通行用道路設置 環境への取り組みを大学で講義

　毎年、社長の赤松が群馬
県内の大学で企業活動と環
境へのかかわりを分かりや
すく講義し、環境保護への取
り組みを強く訴えています。

上武大学での講義

地域住民の工場見学

台風での道路崩落

味来とアンチョビの簡単ピッツァ
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従業員とともに 人間性の尊重という考え方を基本に、一人ひとりの多彩な能力を伸ばし、すべ
ての従業員が心身ともに健康で安全に働ける職場づくりに取り組んでいます。

社会をみつめる
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安全な労働環境づくりを目指して

　従業員一人ひとりが安全に、安心して働ける職場づくり
に向けて、労働安全衛生推進体制を構築し、労働災害の防
止や各種安全衛生活動を推進しています。
　今後は、グループ全体での体制設備を進め、推進体制の
強化を図っていきます。

労働安全衛生の推進

　ゼロ災推進活動の一環として、第2回安全大会を開催し
ました。多くの従業員が参加し、外部講師による安全講演
や、ワンポイントKYT実演発表会等を行い、ゼロ災への強
い誓いを新たにしました。
　また、安全衛生啓蒙活動の一環として、標語やイラスト･
ポスターの募集を行
いました。多数の応募
があり、安全への意識
を高めています。

その他の安全活動

　2006年3月に全国中央災害防止協会推奨の｢ゼロ災運
動推進事業所｣に登録し、｢ゼロ災運動推進宣言｣を行いま
した。労働災害ゼロに向けて、K Y T (危険予知トレーニン
グ )活動、KM(決めたルールは守る )活動、気遣い活動、本
音 (で語ろう)会等の活動を推進し、安全意識を一層高める
活動を行っています。

ゼロ災推進活動

人権尊重・差別禁止
●私たちは、常に人権を尊重し、出生、国籍、人種、民族、信条、宗教、性別、年齢、各種障害、趣味、学歴などに基づく非合
理なあらゆる差別を行いません。

●私たちは、雇用・労働の健全性を確保し、常に適用法令に準拠して働きやすい職場の維持に努めます。

プライバシーの保護
●私たちは、一人ひとりのプライバシーを尊重し、個人情報の適正な管理に努めます。

職場の環境と安全衛生
●私たちは、健康的で安全かつ生産的な職場環境を維持するように努めます。また職場において、性的行為あるいは発
言、暴力・誹謗・中傷、その他敵対的な職場環境をもたらすような発言または行為は行いません。

●私たちは、職場の安全衛生の確保を最優先に考え、職場環境の整備に努めます。また、安全衛生に関する法令等を遵守し、
　万一業務上の災害が発生した場合は、事故を最小限に止め、さらに再発の防止を行うとともに、報告等即時所定の手続きを実施します。

私たちの行動指針

第2回安全大会
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朝日工業グループ概要

朝日工業グループ（２００８年３月期連結）

売上高 ５１，７７７百万円
経常利益   ２，６５０百万円
従業員数 ５２１名

朝日工業株式会社
本社所在地 東京都豊島区東池袋３‐１‐１
 サンシャイン60 49階
代表取締役社長 赤松 清茂（あかまつ きよしげ） 
事業内容 鉄鋼建設資材事業、農業資材事業
事業所 埼玉事業所
 埼玉工場（鉄鋼）
 関東工場（肥料）
 千葉工場（肥料）
 大阪事業所（肥料）
 関西工場（肥料）
 生物工学研究所
 農業相談室      
       
株式会社環境科学コーポレーション
本社所在地 東京都豊島区東池袋3-23-13
 池袋ＫＳビル
代表取締役社長 横江 謙司（よこえ けんじ） 
事業内容 環境計量証明・環境コンサルタント
事業所・営業所 関東事業所
 埼玉事業所
 千葉事業所
 関西事業所
 滋賀事業所
 東北営業所
 中部営業所
 高松営業所      

上武エコ・クリーン株式会社
本社所在地 埼玉県秩父郡皆野町大字大淵１26-2
代表取締役社長 藤本 茂 （ふじもと しげる）
事業内容 木くず等の廃棄物処理・リサイクル  
    
上武産業株式会社
本社所在地 埼玉県秩父郡皆野町大字金沢3092‐1
代表取締役社長 菅原 真二（すがはら しんじ）
事業内容 砕石・砕砂の製造・販売    

株式会社テイ・アンド・アイ 

本社所在地 埼玉県児玉郡神川町渡瀬222
代表取締役社長 伊藤 明（いとう あきら）
事業内容 業務請負、燃料販売、精密切断加工
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